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序　　　　　文

日本国政府は、スリ・ランカ民主社会主義共和国政府の要請に基づき、地方都市環境衛生改善

計画に係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することといたしま

した。

当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 13 年 9 月 24 日

より 10 月 18 日までの 25 日間にわたり、静岡県立大学大学院生活健康科学研究科教授 横田 勇氏

を団長とする事前調査団（S ／W 協議）を現地に派遣しました。

調査団は本件の背景を確認するとともにスリ・ランカ民主社会主義共和国政府の意向を聴取し、

かつ現地踏査の結果を踏まえ本格調査に関する S ／W に署名しました。

本報告書は、今回の調査をとりまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成13 年 11 月

国 際 協力事業団　　

理事　泉　堅二郎　
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第 1 章　事前調査概要

1 － 1　要請背景

（1）スリ・ランカ民主社会主義共和国（以下、「ス」国）の地方都市では、廃棄物は十分に管理さ

れていないため、廃棄物を起因とする保健衛生面及び環境面での問題が深刻化している。

（2）しかし、「ス」国の地方都市では廃棄物処理事業費が市財政を圧迫し、これ以上の予算増を

伴う改善対策の実施は極めて困難な状況である。

（3）したがって、実現性、持続性のある対策を考えた場合、維持運営費用の増加を抑えるととも

に、将来自己財源にて初期投資内容を更新していける計画にすることが必要である。そのため、

現地にある材料、技術、自然条件等を十分有効に用いた計画とすることが重要となる。

（4）また、廃棄物事業は社会状況に大きく左右されるため、一度M ／ P を策定しても、社会の

変化に合わせてM／ P の変更を行えるように実施機関のマネージメント能力を高めることも

重要である。

（5）一方、憲法改正により、廃棄物管理を含む各行政サービス実施の責務が地方政府に移管され

ており、中規模都市が効率的な廃棄物管理を実施していくためには、適正な管理手法の提供と、

管理マニュアルの整備、住民参加の促進が図られる必要がある。このような状況を背景として、

2000 年 9 月、「ス」国政府は我が国に対し、本件調査実施を正式に要請した。

1 － 2　事前調査の目的

「ス」国政府の要請に基づき、本格調査の内容（①同国の地方都市の廃棄物管理に係るマスター

プラン （M／ P）の策定、②パイロットスタディーの実施、③現地事情に適したガイドライン（改

善マニュアル）策定、及び④中央政府機関に対する提言等で構成）に関し、以下の点に留意しつつ、

先方機関との協議と現地踏査を行うことを目的とした。両者が合意に達すれば S ／ W、

M ／M の署名交換を行うこととした。

（1）事前調査団派遣前にマスタープラン （M ／ P）作成要請のあった対象都市は 11 であるが、調

査期間や予算等の制約があるため絞り込むこととする。

（2）調査対象都市が多いため、質問書（クエスチョエナー）を調査団派遣前に送付するなどして、

可能な限り多くの情報を事前に入手する。

（3）現地踏査が完全に終了するのが、官団員帰国後になってしまうため、マスタープラン策定候

補都市名については、JICA スリ・ランカ事務所長名による別途ミニッツでの確認とする。

（4）現地NGO や青年海外協力隊員との協力関係を明確にするため、これら関連活動の実態を把

握するように努める。
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1 － 5　協議の概要

（1）大蔵・計画省

［Ms. Sujatha Cooray, Director of Japan Division］

［表　伸一朗、JICA 専門家］

●当方より、当該調査の目的・概要を説明し理解を求め概要了承を得た。

● S ／W 案の説明を行った際に、同省が立会人（Witness）として S ／W にサインした方が

よいとの指摘があり、そのように対応することとした。

●当該調査の実施機関である地方自治省は、開発調査団の受入れが初めてであることから、

同省担当官からも開発調査のスキーム等について、補足説明してもらうこととした。

（2）行政・内務・州評議会・地方自治・南部開発省（以下、「地方自治省」）

［Mr. M.N.Junaid, Secretary］

［Mrs. N.Mohottala, Additional Secretary］

［Mr. M.L. Sunil Fernando, Senior Assistant Secretary］

●同省では、開発調査は未経験である。さらに、当該調査団派遣中に先方政府内の機構改編

があり、新たな次官が就任することとなった。そのため、開発調査のスキームや仕組みに

ついて十分な理解を得られるよう努めた。

●その結果、新次官から、「ス」国側としても協力すべきことは可能な限り行うとの了解を

得た。そのうえで、本格調査団の主要活動内容として、当初S ／W 案のとおり以下の 4 つ

の主要活動とし、これらの活動を通じて、先方C ／ P に対し、技術移転を行うこととして

合意を得た。これに基づき、S ／W 及びM／M にて署名交換を行った。

◆各地方都市を対象とした廃棄物処理計画の策定

◆パイロットプロジェクトの実施

◆全国地方都市向けのガイドラインの策定

◆地方都市廃棄物管理改善のための中央政府に対する政策提言

●廃棄物処理計画の対象都市は現地踏査完了後に協議によって決定することとして了解を得

た。また、同都市は全国展開のための、モデル都市としての性格のものであり、パイロッ

トプロジェクトについても、巨大な施設や機材の供与を必ずしも前提としたものではない

（地方都市で機材供与を期待している旨の発言があったため）ことを説明した。これに基

づき、別途 JICA 事務所長と別途M ／M で署名交換することとした。

●当方より事前に質問書（クエスチョエナー）を配付したところ、同省で事前に準備を進め、

当該調査団が現地到着時にはおおむね回答を得ることができた。また、各地方都市向けの

クエスチョエナーも、同省から各地方都市に事前に配付されており、当調査団の各地方都
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市訪問時に回答を得ることができた。

●各地方都市への現地踏査を含め、今回の調査期間中全行程に同省からの職員が同行し、必

要に応じて補足説明が先方からなされた。

（3）環境局（Central Environmental Agency）

［Mr. Thilak Hewawasam, Chairman］

● National Environmental Act や関連法規に基づき、「ス」国政府における環境行政の役割

を担っている。環境局より地方都市に対して、廃棄物処理計画の策定を指示しているもの

の、地方都市では人材、予算不足等の理由により実際にはほとんどが策定できないでいる

模様。

●地方自治省では、廃棄物処理に係る専門的な知見は蓄積されていないことから、当方より

役割などについて概要説明し、環境局がステアリングコミッティー（Steering Committee）

の一員になることで了解を得た。

（4）ステアリングコミッティー（Steering Committee）他関係機関等

［運輸・環境保護省、Mr. L. Padmini Batuwitage, Director］

［保健・伝統医学・社会福祉省、Mr. Tilak Ranaviraja, Secretary］

［都市開発・公益事業・住宅省、Mr. S.Wickrararachchi, Secretary］

●各関係機関に当該案件概要を説明し理解を求めた。

●地方自治省は、廃棄物処理に関する制度や技術的な側面が弱いため、ステアリングコミッ

ティーがそれらを補完する重要な役割を担う。関係省庁と協議し、理解を求めメンバーに

なることに同意した。

● S ／W には、当ステアリングコミッティーの目的を（調査団が作成する）レポートや重要

な決定事項等に対するアドバイスを行うこととして明記した。

（5）アジア開発銀行［Mr. Joseph E. Zveglichi, Deputy Resident Representative］及びMinis-

try of Urban Development［Mr. Gemune Alawattegama、ADB プロジェクト担当者］

● ADB では、1998 年より「Urban Development and Low Income Housing project」を実

施している。

●このプロジェクトの段取りは、①対象都市として、28 都市を選定し、各都市は、コンサ

ルタント等を活用し、都市衛生（廃棄物処理も含む）の改善等を目的としたプロジェクト

プロポーザルを策定する。②このプロポーザルを実施機関であるMinistry of Urban De-

velopment に提出する（プロポーザルの締切は、2002 年 12 月ごろになるかもしれないと



─ 6 ─

のこと）。③同省は、内容を審査し、合格すればADB 側が 50％のローンとして費用負担

を行う。

●なお、このプロジェクトの内容に廃棄物処理も含まれうる模様である。今後、不必要な援

助の重複を避けるために、より緊密な情報交換が重要であるとの意見の一致を見た。

（6）世銀［Mr. Sumith Pilapitiya, Senior Environmental Enginieer］

●世銀は、Environmental Action Project を 1997 年から実施している。これは、Central

Environmental Authority のキャパシティビルディングを主要目的としており、当該調査

との重複はないことを確認した。

●環境管理の責任は、中央政府から地方政府に移管されており、当該調査は「ス」国が必要

としているプロジェクトであること、さらに州レベルを巻き込ませることが重要であると

のコメントがあった。

（7）Sevanatha（NGO）［Mr. H.M.U. Chularathna, Executive Director］

●廃棄物処理改善として、UNDP の支援を受け、家庭用コンポスト普及に係るプロジェクト

を実施している。

●コンポスト・ビンは、ドラム缶に穴を空けたシンプルなもので、6,000 個を提供した。一

般販売価格は、850 ルピーとし、援助で無償で提供を受けた家庭からは、評価が高く、そ

の後、850 ルピーでも購入していく家庭があるとのことであった（当調査団現地踏査で、コ

ンポスト・ビンが使用されずに放置されている状況が散見されている）。

（8）各地方都市での協議及び現地踏査結果概要

●各地方都市では、事前に地方自治省を通じて配付してあった質問書に対する回答を得たう

えで、実施体制の確認（カウンターパート、事務室の確保等）を行った。主にごみ捨て場

と収集現場を中心に視察した。

●その結果として、各都市の概況や特性等を把握するように努め、以下の主に 4 つの基準を

基に検討し、下表のとおり廃棄物管理計画（マスタープラン）のモデル都市を採択した。

採択する際に配慮した主要規準

①　廃棄物管理上の各都市の特徴と代表性

②　他の援助活動の動向（他ドナーや青年海外協力隊員等の我が国技術協力含む）

③　地理的特性

④　安全性
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第 2 章　本格調査への提言

2 － 1　調査の目的

（1）モデル都市（都市名は、「調査対象地域及び対象廃棄物」を参照）に対し、それぞれの都市の

特色に応じた実効性のある廃棄物管理計画（マネージメントプラン：以下「MGTP」）を策定す

る。

（2）上記対象都市のなかで実質的な廃棄物管理改善のためのパイロットプロジェクトを実施する。

（3）全国地方都市の廃棄物管理計画策定のためにガイドラインを策定する。

（4）地方都市における廃棄物管理改善のための中央政府機関への提言を行う。

（5）本件調査を通じて、「ス」国カウンターパートに技術移転を行う。

2 － 2　主要調査項目と対象地域

主要調査項目とそれぞれの対象地域又は機関は以下のとおり。

2 － 3　調査業務の範囲

（1）本調査は、2001 年 10 月 3 日に「ス」国政府と、署名交換された実施細則（S ／W）及び同協

議に関する議事録（M ／M）に基づき実施するものである。コンサルタントは「調査業務の内
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容」に述べる調査を実施し、調査の進捗に応じて「報告書等作成手続等」に記載の調査報告書

を作成し、先方政府に対して説明、協議するものとする。

（2）本件調査は、次の 3 段階に分けて実施する。

フェーズⅠ　計画策定段階（国内準備作業を含む）

フェーズⅡ　パイロットプロジェクト始動段階

フェーズⅢ　パイロットプロジェクト本格実施段階

2 － 4　調査内容

フェーズⅠ　計画策定段階

国内準備作業

（1）既存資料・情報の収集、分析

（2）調査の基本方針・内容・方法の検討

（3）インセプションレポートの作成

第 1 次現地調査

（1）インセプションレポートの説明・協議

（2）関連資料の収集及び一般的現状の把握

（3）モデル都市の廃棄物管理の現況調査及び評価

ア．廃棄物管理に係る実施体制調査

イ．廃棄物排出現況調査

ウ．収集運搬現況調査

エ．コンポスティング及び資源リサイクル現況調査

オ．処分場に係る現況調査

カ．清掃状況調査

キ．医療系、産業廃棄物の処理状況調査

（4）ごみ量調査

（5）ごみ質調査

（6）住民意識及び事業者意識調査

ア．住民意識調査

イ．事業者意識調査

ウ．環境及び廃棄物に係るアウェアネスプログラム（啓蒙活動等）に関する調査

（7）コンポスティング及びリサイクル市場調査
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（8）組織・法制度調査

（9）財務・経営状況調査

（10）社会・経済フレームの設定

（11）廃棄物量の予測

（12）人材育成・住民啓蒙活動調査

（13）ドラフトMGTP の策定

（14）初期環境調査（IEE）

（15）概算事業費積算

（16）段階別実施計画の策定

（17）優先プロジェクトの概略選定

（18）パイロットプロジェクトの計画策定

パイロットプロジェクトはドラフトMGTP で策定した優先度の高いプロジェクトのなか

から選定することとする。現段階では、下表の内容が候補としてあげられるが、最終的に

は、本格調査開始後に、それまでの調査結果に基づき先方と協議のうえ決定する。なお、各

モデル都市の財政状況等に十分配慮し費用対効果と妥当性（期待される効果及び市の財政

能力を踏まえて）に留意する。

パイロットプロジェクト候補
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（19）プログレス・レポート（1）の作成

第 1 次国内作業

（1）プログレス・レポート（1）の協議

第 2 次国内作業

（1）第 1 回技術移転セミナーの準備

第 1 次現地調査までの結果を踏まえ、先方関係者に広く技術移転を行うため技術移転セ

ミナーの準備を行う。セミナーの実施規模、主要内容等については、先方関係機関の意向

も確認のうえ、第 1 次現地調査にて決定するものとする。なお、現在のところ下表に示すセ

ミナーをコロンボとモデル都市で開催することを想定するが、最終的には、先方と協議の

うえ、決定することとする。
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フェーズⅡ　 パイロットプロジェクト始動段階

第 2 次現地調査

（1）プログレス・レポート（1）の先方への提出

（2）パイロットプロジェクトの準備と実施

（3）第 1 回技術移転セミナーの開催

（4）事業評価

（5）プログレス・レポート（2）の作成

フェーズⅢ  パイロットプロジェクト本格実施段階

第 3 次現地調査

（1）パイロットプロジェクトの本格実施

（2）地方自治体向け廃棄物処理改善ガイドラインの策定

（3）中央政府機関向け提言の策定

（4）パイロットプロジェクトの実施結果の取りまとめと評価

（5）環境影響評価（EIA）支援調査

（6）ファイナルMGTP の策定

（7）ドラフト・ファイナル・レポートの作成

第 3 次国内作業

（1）ドラフト・ファイナル・レポートの作成
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（2）第 2 回技術移転セミナー準備

（3）第 2 回技術移転セミナー開催の準備

第 3 次現地調査までの結果を踏まえ、先方関係者に広く技術移転を行うため技術移転セ

ミナーの準備を行う。セミナーの実施規模、主要内容等については、先方関係機関の意向

も確認のうえ、第 1 次現地調査にて決定するものとする。なお、現在のところ下表に示すセ

ミナーをコロンボとモデル都市で開催することを想定するが、最終的には、先方と協議の

うえ、決定することとする。

第 4 次現地調査

（1）ドラフト・ファイナル・レポートの説明・協議

（2）第 2 回技術移転セミナーの開催

第 4 次国内調査

（1）全体調査の評価

（2）ファイナル・レポートの作成

2 － 5　調査行程と要員構成

（1）調査行程は、原則として以下のとおりとする。

IC ／ R：インセプション・レポート
P ／ R（1）：プログレス・レポート（1）
P ／ R（2）：プログレス・レポート（2）
DF ／ R：ドラフト・ファイナル・レポート
F ／ R：ファイナル・レポート
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（2）本件調査には、下記の分野を担当する団員を参加させることを基本とする。

ア．総括／廃棄物管理計画

イ．副総括／最終処分

ウ．収集輸送／有価物回収

エ．組織制度／財務分析

オ．住民参加／意識啓蒙

カ．リサイクル（コンポスティング評価等）

キ．ごみ量・ごみ質（パイロットプロジェクト補助）

2 － 6　調査用資機材

本格調査の実施に際して、日本側にて準備する必要のある資機材として以下のものを想定する。

（1）コピー機

（2）ファックス

（3）乾燥機

（4）粉砕機

2 － 7　調査実施上の留意事項

（1）本件調査の上位目標及び基本構想について

本件調査の上位目標は、「地方都市の廃棄物の管理が改善されることにより、地方都市の環

境が改善され、住民生活の衛生状態が向上する。」とし、それを達成するための本件の目標と

して「モデル都市において持続可能な廃棄物管理に係るマネージメント・プラン（MGTP）を

策定する。このMGTP は、予算や人材が不足しがちな地方自治体でも効果的に活用できるよ

う平易で利用価値の高いものとする。また、実証性が高く、かつ各モデル都市の特性を活か

したパイロットプロジェクトを実施し、実質的な衛生改善を図る。さらに、他の全国地方都

市が自ら廃棄物管理計画を策定できるようにガイドライン（手引書）を作成し、地方都市にお

ける廃棄物管理改善のための中央政府への提言を行う。これらの事業を通じて、先方C ／ P に

技術移転を図る。」としている。受注者は、当該案件の目標が達成されるよう、調査全行程を

通じて最大限に配慮することとする。

（2）各業務指示事項の有機的な連携について

既述の業務指示内容及び上述（1）のように、当該調査は主要調査事項として①MGTP の策

定、②パイロットプロジェクトの実施、③ガイドライン策定、④中央政府機関への提言の策

定の 4 つがあげられるうえ、モデル都市が 7 つあげられるなど、調査内容及び対象地域が、多
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岐にわたっていることが特徴である。上述の目標を達成するためには、当該調査事項を個別

に実施し、評価するのではなく、必要に応じてお互いの調査結果を反映させ、有機的な連携

を図ることが重要である。

（3）「ス」国側に対する理解促進と自助努力について

本調査では、モデル都市そのものの改善に加え、本調査を通じて提案された廃棄物処理シ

ステムや技術ができるだけ多くの地方自治体に将来普及することが重要である。調査団の提

案する計画やシステムを「ス」国側（各都市及び関係州政府を含む）が理解、納得し、実践し

ていくためにコミュニケーション、説明、プレゼンテーションを積極的に図り、先方の納得

と合意を得つつ調査を進めることが重要である。特に、調査結果及び評価について「ス」国側

と共有化を図ったうえで、「ス」国側の計画実施のコミットメント（実施決意表明）を得るよ

う配慮する。

（4）持続的発展性について

「ス」国の地方都市では、1 － 1 要請背景 で既述のとおり、恒常的な予算不足と人材不足等

に苦しんでおり、当該調査の持続的発展のためには、先方のこれらの実状を踏まえた計画づ

くりが重要である。特に計画内容は、平易で理解しやすく、調査終了後でも先方独自で必要

に応じて修正しつつ活用できるように、また提案するプロジェクトは、実践的かつ先方自力

で維持管理ができるものを選定するなどの配慮が必要である。

（5）他関係機関（者）との連携について

「ス」国では、廃棄物管理関連の様々なプロジェクトを国際機関、他ドナー機関、NGO 等で

も独自に行っている。また、JICA でも青年海外協力隊員等が各地で取り組んでいる。当該調

査では、調査全行程を通じて、これらの活動状況等の情報収集に努め、積極的に情報交換を

行い、必要に応じて連携強化を行うよう配慮する。

（6）「ス」国実状への配慮及び本調査成果の実効性について

「ス」国は現在もなお保健医療サービスと教育については無料提供を継続していることから

分かるように、社会主義的な福祉サービス重点政策を掲げている。このため全般的に公共料

金は極端に低廉であり、低所得層には無料公共サービスを提供しているため、有料制度ある

いは減価償却制度など、住民にはほとんどなじみがないという現実がある。こうしたなかで

継続的な廃棄物管理体制を構築するには様々な局面での対策が必要であり実効性のある計画

とはまさしくこうした現実を認識したうえで策定される計画を指している。また、廃棄物管
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理計画を策定し、これを実施していくうえで中心となる技術者が地方都市には不足している

ので、本調査では、技術移転を行いつつ、これらの管理計画を独自に更新しこれを実施管理

する技術者を育成することとする。

（7）MGTP 策定に係る留意点について

ア．問題意識、解決策について調査団だけではなく、都市行政者、州政府の間とも共通認識を

築くように図る。その成果として、以下のものをMGTP として含めたい。

a. 都市行政者の「計画」実施の決意表明（文書化されたもの）

b. 州政府による「計画」の承認と土地取得の約束と取得計画の提示

イ．一般的に、専門知識を有する人材が不足しがちな地方都市でも、策定されたMGTP を自

力で活用することが期待される。かかる背景から、 MGTP は、通常のマスタープランと比べ、

より平易でコンパクトなものを想定している。

ウ．他ドナー機関とは、調査内容の重複回避及び連携協調の観点から情報交換を積極的に図

ることとする。

エ．パイロットプロジェクトの実施結果と評価を、MGTP に反映させる。

オ．各モデル都市の特色や地域的特性に配慮する。

（8）パイロットプロジェクトの実施について

パイロットプロジェクトの選定の際には、可能な限り先方自力での維持管理の困難なもの

は避け、持続発展性、投資効率、他の地方都市への適用可能性等に十分配慮することとする。

また、各モデル都市の特色や地域的特性等に配慮する。

（9）ガイドライン策定及び中央政府機関への提言に係る留意点

ア．パイロットプロジェクトの結果を十分反映させる。

イ．「ス」国の経済社会状況に適合する技術を提案する。

ウ．提案システムの説明、理由付けは地方自治体の視点に立って行う。

エ．利用しやすさ、分かりやすさ、説得性を重視する。
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